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判例の蓄積が CERCLA（Comprehensive Environmental Response Compensation and 
Liability Act of 1980），OPA（Oil Pollution Act 1990）などに整理・明確化され規定され
ている。事故事例の 1 つである，米国のアラスカ州で 1989 年に発生したエクソンヴァルデ
ッツ号事件では，原告であるアラスカ州・米連邦に対して被告であるエクソンが自然資源
の損害に対する賠償金として約 US$900mil を支払うことで和解が成立している（Brans，
2001）。カナダでは，1999 年に施行された Canadian Environmental Act により自然資源
損害賠償制度が導入されている。また，EU においては 2004 年 4 月に採択された







































































































































2） 自然の復旧費（Restoration Cost） 
前述の 2.3 で述べた復旧に要する費用である。 
3） 損害防止費用（Preventive Cost） 
損害防止費用とは，自然資源の損害が差し迫ったものであるときに，その損害を未然に防
止するための費用である。 






















2.6 NGO 等の民間人の役割 






















とする。また，有害物質が影響を及ぼす範囲の面積を ( )vS ，人口密度もしくは単位面積あた
りの自然資源の量（以下「自然資源密度」という。）を ρ とする。自然資源密度とはイメー
ジが湧きにくい言葉であるが，森林を自然資源だとすれば，森林率が自然資源密度を表わ
す言葉となる。次に人 1 人もしくは自然資源 1 単位が暴露するリスクを とし，分析過
程を分かりやすくするために =
( )vR
( )vB ( ) ( )vRvS とおく。 
有害物質の排出量の増加に伴い，その影響範囲，リスクともに増加するものとし，さらに
リスクの増加の程度が有害物質の排出量の増加とともに増加するとする。したがって 
0>dvdS ， 0>dvdR ， 022 >dvRd     (2) 
であり， は総リスクに比例することから， ( )vB
0>dvdB ， 022 >dvBd       (3) 
とする。このときの企業の負担するコスト は， C
( ) ( ) ( )vBvBvAC nnnhhh ργργ ++=      (4) 
となる。Cを最小化する有害物質の排出量 vˆは， 
( ) ( ) ( ) 00 =′+′+′⇔= vBvBvAdvdC nnnhhh ργργ     (5) 
の解となる。また，1 人あたりの保有環境リスク tは 

















害賠償率は被害者の所得レベル I の増加関数であると仮定する。つまり， 
0>dId hα ， 0>dId hβ ， 0>dId hγ    (7) 
















2002 年度のデータ）は負の相関関係があり，相関係数は－0.65 程度である。よって， 




の 1 人あたりの所得レベル（内閣府の県民経済計算の 2003 年度のデータ）とは正の相関が
あり，相関係数は 0.65 程度である。よって， 
0>dId hρ ， 0<dId nρ       (9) 
を仮定する。なお，(9)式の 2 番目の式は(8)式と(9)式の 1 番目の式より導きだされる。 
3.1.3 関数の特定化 
図を描く場合は次のとおり関数を特定化した。 
( ) vvA 50000= ， ( ) ( ) 50.nh vvSvS == ， ( ) ( ) 2vvRvR nh == ， I.h 000250=α ， I.h 001250=β ， 
hn ρρ −= 5100 ， 2500=hρ （仮定Ⅰのみが適用される場合）， 4800524 −= I.hρ （仮定Ⅰ・Ⅱ
が適用される場合）， 050.n =γ （自然資源損害賠償制度が存在するとき） 










(5)式で 0=nγ として， hγ ， hρ を I の関数とみて，その両辺を  ，v I  で全微分することに
より 
( ) ( )









ργ      (10) 
が得られる。(10)式の符号は，(1)式，(3)式，(7)式より負となる。次に(6)式を I で微分す
ると， 



















(5)式において， hγ ， hρ ， nρ を定数と考えその式の両辺を ，v nγ で全微分すると， 
( )










γ     (12) 
が得られる。(12)式の符号は，(1)式，(3)式より負となる。自然資源損害賠償制度の導入と







及ぼすのかを確認する。(5)式で hγ ， hρ を I の関数とみて，その両辺を v，I で全微分する
ことにより 
( ) ( )
















制度の導入がどのような影響を及ぼすかを確認する。， hγ ， hρ ， nρ ， I を定数と考え(13)
式を nγ で微分すると， 








































ργργργργ    (14) 
を得る。(1)式，(3)式，(7)式，(12)式より次のことがわかる。(14)式の右辺の第 1 項は正で
あるが，第 2 項の符号は定まらない。第 2 項の中括弧の中の最後の項は正だから， 
0<′′′+′′′+′′′ nnnhhh BBA ργργ       (15) 
































































































































Reinsurance Company, 2007）。加えて，自然資源の復旧には，10 年を超える歳月が必要と
なる場合もあり，その間の自然資源のモニタリング等に要するコストも高額となってしま
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